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 報  告 報  告 報  告
※金額は１万円未満切り捨てのため、合計が一致していません。

一般会計歳出　１３５億２，１１３万円

民生費
36億5,655万円
（27.0%）

教育費
18億8,007万円
（13.9%）

衛生費
12億4,694万円
（9.2%）

公債費
16億559万円
（11.9%）

土木費
19億4,627万円
（14.4%）

総務費
12億8,455万円
（9.5%）

農林水産業費
7億200万円
（5.2%）

商工費 6,005万円（0.4%）
災害復旧費 1,015万円（0.1%）

議会費 1億9,749万円（1.5%）諸支出金 2億9,501万円（2.2%）

消防費
6億3,640万円（4.7%）

人件費
22億973万円
（16.3%）

補助費等
16億6,457万円
（12.3%）

繰出金
21億3,126万円
（15.8%）

物件費
16億54万円
（11.8%）

公債費
16億559万円
（11.9%）

扶助費
19億5,033万円
（14.4%）

普通建設事業費
18億2,734万円
（13.5%）

積立金 2億9,501万円（2.2%）

維持補修費
2億2,657万円
（1.7%）

災害復旧費
1,015万円
（0.1%）

義務的経費
57億
6,566万円
（42.6%）

消費的経費
34億
9,169万円
（25.8%）

投資的経費
18億
3,749万円
（13.6%）

その他
24億
2,627万円
（18.0%）

目　的　別

性　質　別

農林水産業費
農林水産業の振興や
水路・農道・漁港の
管理などにかかる費
用

積立金
基金（市の貯金）に
積み立てられる費用

繰出金
一般会計から特別会
計へ出される費用

災害復旧費
大雨などの災害に
よって被害を受けた
施設などを復旧する
費用

商工費
産業振興や観光事業
などのための費用

衛生費
各種検診、予防接種
や環境保全、ごみ・
し尿処理などにかか
る費用

民生費
生活困窮者・児童・
高齢者・障害者など
に対する福祉の充実
のための費用

総務費
全般的な管理事務・
庁舎の維持管理・戸
籍・徴税・選挙など
にかかる費用

土木費
公共施設（道路・河
川・公園・住宅など）
の建設や維持管理の
費用

公債費
借入金（元金・利子）
の返済のための費用

普通建設事業費
公共施設（道路・河
川・学校など）の建
設事業に要する費用

維持補修費
公共施設（道路・河
川・学校など）を補
修するための費用

物件費
消耗品や賃金、委託
料、備品購入費など
の費用

教育費
教育委員会・幼稚園・
小中学校や社会教育
など教育関係にかか
る費用

補助費等
各種団体に対する助成
金や一部事務組合への
負担金などの費用

公債費
借入金（元金・利子）
の返済のための費用

扶助費
社会保障制度の一環
として、生活困窮者・
児童・高齢者・障害
者などに対して行っ
ているさまざまな支
援に要する費用

人件費
特別職の報酬、職員
の給料や手当などの
費用

消防費
消防活動や防災のた
めにかかる費用

議会費
議会の運営のための
費用

 問本庁財政課　☎４４－９００４
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平成２５年度 決  算決  算決  算
一般会計歳入　１４５億３，１５９万円

※金額は１万円未満切り捨てのため、合計が一致していません。

市税
33億9,588万円
（23.4%）

繰越金 ５億3,196万円
（3.7%）

その他 3億3,764万円（2.3%）

地方交付税
56億879万円
（38.6%）

市債
14億8,737万円
（10.3%）

国庫支出金
14億5,543万円
（10.0%）

国庫支出金
14億5,543万円
（10.0%）

県支出金
7億5,431万円（5.2%）

地方消費税交付金
2億7,793万円（1.9%）

地方譲与税
1億3,119万円（0.9%）
地方特例交付金 
1,632万円（0.1%）

その他
9,167万円（0.6%）

自主
財源
（32.4％）　依存

財源
（67.6％）　

財産収入 2,262万円（0.1%）

繰入金 1億8,333万円（1.3%）

分担金及び負担金 1億3,152万円（0.9%）

使用料及び手数料 1億557万円（0.7%）

平成25年度に行った主な事業 ※金額は１万円未満切り捨て

■総務費  
　本庁舎耐震補強事業 1,753万円
　定住促進事業 60万円
　市営バス運行事業 1,656万円
　東日本大震災被災地支援事業 221万円
■民生費  
　後期高齢者医療事業 3億7,207万円
　障害者自立支援事業 4億4,132万円
　放課後児童対策事業 3,139万円
　児童手当給付事業 5億3,199万円
■衛生費  
　予防接種事業 6,760万円
　子ども医療給付事業 1億2,829万円
　塵芥収集業務委託事業 1億2,990万円
■農林水産業費  
　防潮堤開閉ゲート整備事業 5,257万円

■土木費  
　市道新設改良事業 1億7,055万円
　鴨方駅周辺整備事業 1億2,659万円
　金光駅周辺整備事業 449万円
■消防費  
　消防施設整備事業 2,546万円
　全国瞬時警報システム追加整備事業 1,155万円
■教育費  
　適応指導教室事業 261万円
　学力向上№１プロジェクト事業 4,328万円
　生活支援員配置事業 3,444万円
　スクールポリス配置事業 471万円
　学校施設耐震化事業 5億2,676万円
　寄島中学校グラウンド整備事業 2億4,377万円
　青少年育成センター運営事業 403万円
　学校給食センター整備事業 2,496万円
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一般会計の借入金・積立金の内訳

※金額は１万円未満切り捨てのため、合計が一致していません。

合併特例債
29億8,589万円
（22.7%）

教育債
15億9,734万円
（12.1%）

土木債
7億2,605万円
（5.5%）

臨時財政
対策債等

70億7,863万円
（53.9%）

借入金
の内訳
131億
4,203万円

財政調整基金
44億5,340万円
（50.5%）

合併振興基金
18億6,394万円
（21.1%）

積立金
の内訳
88億

2,679万円

公営住宅債
9,072万円（0.7%）

民生債
4,933万円（0.4%）

総務債
3,532万円
（0.3%）

衛生債
1,935万円（0.1%）

消防債
1,168万円（0.1%）

災害復旧債
967万円（0.1%）

まちづくり基金
7億8,049万円
（8.8%）

定額運用基金 4億7,171万円（5.3%）
学校施設等整備基金 3億8,443万円（4.4%）
駅周辺整備基金 2億73万円（2.3%）
減債基金 1億3,336万円（1.5%）
その他特定目的基金 5億3,871万円（6.1%）

農林水産業債
5億3,799万円（4.1%）
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会計別決算状況
※金額は１万円未満切り捨てのため、差引額が一致していません。

会計名 歳入決算額 歳出決算額 差引額
一般会計 145億3,159万円 135億2,113万円 10億1,046万円

特別会計

国民健康保険 49億5,318万円 44億8,064万円 4億7,253万円
後期高齢者医療 4億6,960万円 4億6,960万円 0万円
住宅新築資金等貸付事業 549万円 308万円 241万円
介護保険 34億495万円 33億6,876万円 3,619万円
公共下水道事業 （公） 19億5,536万円 19億1,319万円 4,217万円
畑地かんがい給水事業 802万円 638万円 163万円
益坂財産区 936万円 729万円 206万円
工業団地開発事業 （公） 1億7,043万円 8,148万円 8,894万円

企業会計 水道事業 （公） 9億5,080万円 9億2,804万円 2,275万円
（公）：公営企業会計

平成25年度末の借入金・積立金の状況
会計名 借入金 積立金うち交付税措置等※

一般会計 131億4,203万円 114億2,094万円 88億2,679万円
※借入金のうち返済時に国からの交付税措置が見込まれるもの。

会計名 借入金 積立金うち交付税措置等※

特別会計

国民健康保険 1億1,857万円
住宅新築資金等貸付事業 779万円
介護保険 2億4,309万円
公共下水道事業 136億7,626万円 68億2,982万円
工業団地開発事業 5,607万円

企業会計 水道事業 9億7,704万円 1億8,786万円
※借入金のうち返済時に国からの交付税措置が見込まれるもの。
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※標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう
　　　　　　　  一般財源の総量（市税・地方交付税など）

　平成１９年6月に「地方公共団体の財政健全化に関する法律」が公布されました。
　この法律は、地方公共団体の財政の健全性に関する指標の公表制度を設け、その比率に応じて財
政の早期健全化と財政の再生などに必要な行政上の措置を講ずることにより、地方公共団体の財政
の健全化に資することを目的としています。
　平成２5年度決算に基づく浅口市の健全化判断比率と資金不足率は、次のとおり、すべて基準を下
回っていることから、健全な財政運営を行っているといえます。

健全化判断
比率などでみる 浅口市の財政状況

が

浅口市の財政状況

健全化判断比率

資金不足率

実質赤字比率　赤字なし 　一般会計など（一般会計と特別会計のうち普通
会計に相当する会計）を対象とした指標です。一般
会計などの収支（歳出－歳入）から、翌年度に繰り
越すべき財源を差し引いた決算額が赤字額になる
場合、赤字額の標準財政規模（※）に対する比率を
表したのが実質赤字比率です。平成25年度は黒字
のため、「なし」となります。

連結実質赤字比率　赤字なし 　すべての会計（浅口市の場合、一般会計と６つの
特別会計、３つの公営企業会計）を対象とした指標
で、全会計における赤字・黒字の要素を合算した額
の標準財政規模（※）に対する比率を表したのが連
結実質赤字比率です。平成25年度は黒字のため、
「なし」となります。

実質公債費比率　１2．5％ 　一般会計などが、一部事務組合や水道・下水道
など公営企業債の返済などに充てた繰出金なども
含めて、市債の返済にどれだけお金を使っている
か、標準財政規模（※）に対する比率を表したのが
実質公債費比率です。
　この数値が25％を超えると黄信号である「財政
健全化団体」に、35％を超えると破たん状態である
「財政再生団体」となります。

　地方公社や第３セクターに係るものも含め、一般
会計などが将来負担しなければならない実質的な
負担を標準財政規模（※）に対する比率で表したの
が将来負担比率です。
　この数値が350％を超えると黄信号である「財
政健全化団体」となります。

将来負担比率　35．0％

浅口市

健全団体

0％ 13.38％ 20.0％

財政健全化団体 財政再生団体

浅口市

健全団体

0％ 18.38％ 30.0％

財政健全化団体 財政再生団体

県内市町村平均 12.0％ 浅口市 12.5％

健全団体

0％ 25.0％ 35.0％

財政健全化団体 財政再生団体

浅口市 35.0％ 県内市町村平均 62.5％

健全団体

0％

0％

350.0％

財政健全化団体

　公営企業会計の資金不足額の事業規模に対する
比率です。比率は各会計ごとに算定し、比率が高け
れば経営状態に問題があります。公営企業のサー
ビスは上下水道など、日常生活に欠くことができな
いため、早期の経営健全に向けて別途に比率が算
定されます。浅口市では３つの公営企業会計に関
わるすべてにおいて、資金不足はありません。

資金不足比率　資金不足額なし
浅口市

健全団体

20.0％

経営健全化団体


